
〇中長期的な見通しのもとでの、安定的・持続的な公共投資の確保

〇計画的な発注や中長期的な公共工事の発注の見通しの作成及び公表

公共工事の円滑な施工確保について（地方公共団体あて要請）

（１）予定価格の適正な設定

〇市場における最新の実勢価格のほか、法定福利費等を反映した適正な積算

（２）ダンピング対策の強化

〇低入札価格調査制度等の導入・適切な活用の徹底及び算定方式等の見直し

〇入札金額内訳書の確認の実施徹底

（３）施工条件の適切な明示と必要となる経費の計上

〇設計図書への適切な施工条件（自然条件を含む）の明示と積算内容との整合

（４）設計変更・契約変更等の適切な実施

〇施工条件と現場の不一致等、必要と認められる場合の適切な設計図書の変更

〇工事内容の変更や契約後の資材や労務費の高騰等による請負代金や工期の

変更が必要な場合の契約変更の実施

〇設計変更ガイドラインの策定・公表及び契約事項としての取扱い

適正な価格による契約

（１）地域の実情等に応じた適切な規模での発注

〇複数工区の一括発注や発注ロットの拡大、ＪＶ制度の活用

（２）技術者の専任等に係る取扱い

〇最新マニュアルに基づく技術者の専任等に関する規制への適切な対応

（３）ＪＶ制度の活用について

〇共同企業体運用準則に従った共同企業体運用基準の策定・公表・活用

〇共同企業体運用基準に基づいた共同企業体（ＪＶ）の活用

〇大規模災害の被災地域における復旧・復興ＪＶの活用

技術者・技能者等の効率的活用

〇入札公告等の準備行為の前倒し、総合評価落札方式における提出資料の

簡素化、事業執行の効率化等に資する適切な規模での発注

〇災害復旧事業における随意契約や指名競争入札方式の活用

入札契約手続の迅速化等

（１）受注機会の確保等

〇地域要件の設定や、地域精通度等の適切な企業評価による受注機会の確保

〇着工に必要な人員等の円滑な確保のため、前金払の迅速かつ円滑な実施

（２）技能者の就労環境の改善

〇社会保険未加入業者の排除、法定福利費を内訳明示した請負代金内訳書の

確認等による適切な水準の賃金や法定福利費の支払の促進

地域の建設業者の受注機会の確保・技能者の就労環境改善等

〇令和６年度からの時間外労働上限規制適用を見据え、「工期に関する基準」等

に基づいた週休２日前提の適正な工期設定

〇週休２日等を考慮した労務費や機械経費等を請負代金に適切に反映

〇猛暑日（ＷＢＧＴ値31以上）を考慮した工期設定
〇建設業許可部局との連携による都道府県から管内市区町村等への働きかけ

〇債務負担行為の活用、財政部局や農林・教育等の部局を含めた緊密な連携・

取組の推進等による施工時期の平準化

適正な工期設定、施工時期の平準化

〇公共工事に関する調査・設計の入札契約に関して、工事と同様の取組の実施

調査及び設計の円滑な実施

公共工事に対する国民の信頼確保や建設業の健全な発達を図るとともに、防災・減災・国土強靱化等の国民の安心・安全を確保する取組の推進を図る
観点から、公共工事の円滑かつ適切な執行に向けて、適正な価格・工期による契約や技能労働者の就労環境改善等の適切な措置の実施を要請

〇地域の建設業団体等との意見交換等を通じた緊密な連携により、公共工事の

受注環境等の把握、工事の円滑な発注や入札契約の適正化等に努める

地域の建設業団体等との緊密な連携

計画的な発注・中長期的な公共工事の発注の見通しの作成・公表

〇積算に用いる資材単価の適時の改定や必要に応じた見積書の活用

〇最新の公共工事設計労務単価の早期活用や発注手続き中の工事への適用

〇受注者の責によらない資材納期の遅延に対する工期延期などの実施

〇スライド条項の運用基準の策定とスライド条項の設定・運用、適用

急激な物価変動等を反映した適正な請負代金・工期の確保

（令和５年１１月３０日付総行行第５１２号国不入企第２４号 総務省自治行政局長・国交省不動産・建設経済局長）

〇電子入札システムや情報共有システム（ＡＳＰ）等のシステム整備等により、

入札・契約に関する書類や工事関係書類の簡素化・ＩＴ化（電子化）等に努める

入札契約手続及び工事に係る書類の簡素化・電子化


